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制定 平成 15年 2月 12日 

改正 平成 21年  3月 12日 

改正 平成 25年 11月 14日 

共同研究開発取扱規程 

 

（総 則） 

第１条  建築研究開発コンソーシアム（以下「本会」という。）に参加する会員の間で共

同研究開発を実施する場合の取り扱いは、この規程による。 

 

（用 語） 

第２条  この規程において用いる用語は、各々次の各号に定めるところによる。 

（１） 「公募参画型」とは、本会に参加する正会員、準会員、学術会員（以下「事業

会員」という。）または本会事務局が共同研究開発の企画・立案を行い、事業会員

に参画を求める共同研究開発をいう。ただし、本条第 3号に該当するものを除く。 

（２） 「特定共同型」とは、事業会員が共同研究開発の企画・立案を行い、提案した

会員の意図により、特定の事業会員に参画を求める共同研究開発をいう。ただし、

本条第 3号に該当するものを除く。 

（３） 「政策連携型」とは、国、地方公共団体またはそのいずれかの方針を受けた公

共・公益法人の会員が共同研究開発の企画・立案を行い、事業会員参画を求める

共同研究開発をいう。 

 

（共同研究開発の提案） 

第３条  共同研究開発の提案は、事業会員、本会に設置された研究会、国もしくは地方

公共団体または本会事務局（以下「提案者」と総称する。）が行う。 

２  提案者は共同研究開発計画書を本会事務局に提出し、事業会員を対象とした共

同研究開発参加会員（以下「参加会員」という。）の募集を依頼する。共同研究開

発計画書の様式は別途定めるものとする。 

 

（参加会員募集の諾否） 

第４条  本会事務局は、提案者から参加会員募集の依頼があった場合、共同研究開発計

画書をもって速やかに研究開発推進等委員会に参加会員募集の諾否を諮るものと

する。 

２  参加会員募集の諾否は、研究開発推進等委員会において決定するものとする。 

３  本会事務局は、前項の規定により研究開発推進等委員会が参加会員募集の諾否

を決定した場合、提案者に参加会員募集の諾否の決定結果を通知するとともに、

参加会員募集を決定した共同研究開発の内容を運営委員会に報告しなければなら

ない。 
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（参加会員の募集） 

第５条  本会事務局は、参加会員募集の決定後速やかに参加会員を募集するものとする。 

２  募集は、共同研究開発の種類により次の会員を対象とする。 

（１） 公募参画型：事業会員。 

（２） 特定共同型：提案会員が予め次のいずれかの範囲で指定した特定の事業会員。 

① 特定業種指定 

② 特定企業指定 

③ 説明会開催後の特定企業指定 

（３） 政策連携型：会員または提案者が予め指定した特定業種事業会員。 

３  本会事務局は、参加会員募集にあたっては原則として共同研究開発の内容説明

会を実施する。本会事務局が開催する内容説明会は提案者の要望により、同一の

共同研究開発について 2回までとする。 

４  本会事務局は、募集締切り後、参加会員の数（政策連携型の共同研究開発にあっ

ては参加会員および参加する国・地方公共団体（以下、「参加者」と総称する。）の

合計数）を研究開発推進等委員会および運営委員会に報告する。 

 

（共同研究開発契約・協定等の締結） 

第６条  参加者の確定後、参加者の間で共同研究開発契約・協定等を締結するものとす

る。 

２  共同研究開発で生じた知的財産権等については、原則として別に定める本会の

知的財産権取扱規程によるものとする。ただし、政策連携型の共同研究開発にあ

っては、国もしくは地方公共団体に別途定めがある場合はその定めに従うものと

する。 

３  研究開発の実施が困難となったときの対応等、業務執行の保全に必要な措置は、

当該共同研究開発契約・協定等で定める。 

 

（共同研究開発の実施） 

第７条  共同研究開発の実施は、参加者がこれにあたる。 

２  参加者は、契約・協定等締結完了後、研究開発計画に基づき速やかに研究を実

施する。 

３  共同研究開発の実施中は、参加者は研究開発の進捗状況を定期的に本会事務局

に報告し、本会事務局は研究開発推進等委員会および運営委員会に報告する。 

４  原則として、対外発表する際は本会の共同研究であることを明記する。 

 

（共同研究開発の終了） 

第８条  共同研究開発が終了したときは、参加者は本会事務局に概要を報告し、本会事

務局は研究開発推進等委員会および運営委員会にその旨を報告するものとする。
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報告書の様式は、別途定めるものとする。 

２  参加者は、共同研究開発の成果について参加者の合意に基づき本会ホームペー

ジ等で公開することができる。ただし、政策連携型の場合は原則として公開する。 

（共同研究開発費） 

第９条  共同研究開発費は参加者が共同して拠出する。本会は参加者の希望に応じて競

争的研究開発資金への応募等の外部調達手段に関して支援に努める。 

２  提案者は、共同研究開発費の予算案を作成する。ただし、本会事務局が提案し

た場合は、本会事務局が作成する。 

 

（共同研究開発費の納入） 

第 10条  参加者が負担する共同研究開発費の納入方法については、参加者の合意で、次

のいずれかの方法による。 

（１） 提案者へ納入する。 

（２） 提案者以外の参加者へ納入する。 

（３） 共同研究開発の事務管理委託を前提に、共同研究開発に参加していない団体に

納入する。 

（４） 共同研究開発費の管理委託を前提に、本会へ納入する。 

（５） その他 

 

（共同研究開発費および事務の管理） 

第 11条  共同研究開発費および事務の管理については、参加者の合意で、次のいずれか

の方法による。 

（１） 提案者が一括管理する。 

（２） 提案者の都合により、他の参加者に一括管理を依頼する。 

（３） 共同研究開発に参加していない団体に管理業務を有償で委託する。 

（４） 本会事務局に管理業務を有償で委託する。 

（５） その他 

 

（本会事務局への管理業務委託） 

第12条  前条第 4号の管理業務を本会事務局に委託する場合、受託の諾否は運営委員会

において決定する。 

 ２  共同研究開発費の管理業務の手数料は、以下に定める基準による。 

 

３  事務の管理業務委託の経費及び手数料の扱いは内容に応じて本会と委託元の協

共同研究開発費 手数料 

500万円未満 （共同研究開発費）×5％ 

500万円以上 1,000万円未満 （共同研究開発費－  500万円）×3％＋25万円 

1,000万円以上 （共同研究開発費－1,000万円）×2％＋40万円 
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議の上、定めるものとする。 

４  本会と委託元の間で、精算方法等を含めた業務委託契約を締結するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第 13条 この規程の改廃は、運営委員会の承認を経て行う。 

 

（その他） 

第 14条 この規程に定めのない事項については、参加者の間で誠意を持って協議する。 

 

（附則） 

１ この規程は、平成 25 年 11 月 14日より施行する。 

 

（改正） 

１ 平成 17 年 1月 13日付けで下記条項を修正した。 

第 3条、第 5条 4項、第 7条 3項、第 8条 

２ 平成 18 年 3月 9日付けで下記条項を修正した。 

    第 7条 4項、第 10条、第 12条、第 13条、第 14条 

３ 平成 18 年 6月 8日付けで下記条項を修正した。 

 第 2条、第 3条、第 4条、第 5条 

４ 平成 21 年 3月 12日付けで下記項目を削除した。 

 （移行措置） 

５ 平成 25 年 11月 14日付けで下記条項を修正した。 

第 4条、第 5条、第 7条、第 8条 


